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熊本県行政文書等管理委員会異議申立審議要領（平成25年6月28日熊本県行政文書等管理委員会決定）新旧対照表 

旧 新 

熊本県行政文書等管理委員会異議申立審議要領 
（平成２５年６月２８日 熊本県行政文書等管理委員会決定） 

                                                                                  
 
 （趣旨） 
第１条 この要領は、熊本県行政文書等の管理に関する条例(平成２３年熊
本県条例第１１号。以下「条例」という。）及び熊本県行政文書等管理
委員会規則（平成２３年熊本県規則第２８号）に定めるもののほか、熊
本県行政文書等管理委員会（以下「委員会」という。）が条例第２０条
第２項の規定により知事から諮問を受けた場合の審議に関し必要な事項
を定めるものとする。 

 
 （理由説明書） 
第２条 委員会は、条例第２０条第２項の規定により知事から諮問を受け
た場合は、諮問をした知事に対し、提出期限を定めて、熊本県特定歴史
公文書の保存、利用及び廃棄に関する規則（平成２４年熊本県規則第２
７号。以下「利用等規則」という）第９条第１項又は第２項の規定によ
る決定（以下「利用決定等」という。）の理由を説明した書面（以下
「理由説明書」という。）の提出を書面により求めるものとする。 

２ 前項の提出期限は、提出を求める書面を発する日から起算して３０日
以内とする。 

３ 委員会は、知事から理由説明書が提出されたときは、その写しを異議申
立人に送付するものとする。 

 
 （理由説明書に対する意見書） 
第３条 委員会は、前条第３項の規定により理由説明書の写しを送付する
場合は、異議申立人に対し、提出期限を定めて、当該理由説明書に対す
る意見書（以下「意見書」という。）の提出を書面により求めるものと

熊本県行政文書等管理委員会審査請求審議要領 
（平成２５年６月２８日 熊本県行政文書等管理委員会決定） 

（平成２８年 月  日 熊本県行政文書等管理委員会一部改正決定） 
                                                                                  

 （趣旨） 
第１条 この要領は、熊本県行政文書等の管理に関する条例(平成２３年熊
本県条例第１１号。以下「条例」という。）及び熊本県行政文書等管理
委員会規則（平成２３年熊本県規則第２８号）に定めるもののほか、熊
本県行政文書等管理委員会（以下「委員会」という。）が条例第２０条
第３項の規定により知事から諮問を受けた場合の審議に関し必要な事項
を定めるものとする。 

 
 （弁明書） 
第２条 委員会は、条例第２０条第３項の規定により知事から諮問を受け
た場合は、同条第４項の規定により諮問をした知事から提出された弁明
書の写しを審査請求人に送付するものとする。 

 
 
 
（削除） 
 
（削除） 
 
 
 （弁明書に対する意見書） 
第３条 委員会は、前条   の規定により弁明書の写しを送付する場合
は、審査請求人に対し、提出期限を定めて、当該弁明書に対する意見書
（以下「意見書」という。）の提出を書面により求めるものとする。 
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する。 
２ （略） 
３ 委員会は、異議申立人から第１項の意見書が提出されたときは、その写
しを知事に送付するものとする。 

 
 （提出期間の延長） 
第４条 知事又は異議申立人は、やむを得ない理由がある場合には、第２
条第２項又は第３条第２項の提出期限の延長を申し出ることができる。
この場合において、知事又は異議申立人は、委員会に対し、理由説明書
又は意見書を提出できない理由及び理由説明書又は意見書の提出が可能
な期日を記した書面を提出しなければならない。 

２ （略） 
３ 会長は、前項の規定により提出期限を延長したときは、知事又は異議
申立人に対し、その旨を書面により通知するものとする。 

 
 （督促） 
第５条 会長は、知事又は異議申立人が第２条第２項又は第３条第２項の
提出期限（前条第２項の規定により延長された場合は、当該延長された
提出期限）を経過しても理由説明書又は意見書を提出しないときは、期
日を指定して、書面により督促を行うものとする。この場合において、
指定する期日は、当該書面を発する日から起算して１３日を経過した日
とする。 

 
  （調査等） 
第６条 第２条から前条までに定めるもののほか、条例第２３条第３項の
規定により知事に対し特定歴史公文書に記録されている情報の内容を分
類又は整理した資料を作成し、委員会に提出するよう求める方法、同条
第４項の規定により異議申立人、参加人又は知事（以下「異議申立人
等」という。）に意見書又は資料の提出を求めること、適当と認める者
にその知っている事実を陳述させ、又は鑑定を求めることその他必要な
調査をする方法等は、会長が定めるものとする。 

 
２ （略） 
３ 委員会は、審査請求人から第１項の意見書が提出されたときは、その
写しを知事に送付するものとする。 

 
 （提出期間の延長） 
第４条     審査請求人は、やむを得ない理由がある場合には、      
前条第２項の提出期限の延長を申し出ることができる。この場合におい
て、    審査請求人は、委員会に対し、提出期間の延長を必要とす
る理由及び意見書の提出が可能な期日を記した書面を提出しなければな
らない。 

２ （略） 
３ 会長は、前項の規定により提出期限を延長したときは、    審査
請求人に対し、その旨を書面により通知するものとする。 

 
 （督促） 
第５条 会長は、    審査請求人が        第３条第２項の
提出期限（前条第２項の規定により延長された場合は、当該延長された
提出期限）を経過しても意見書を提出しないときは、期日を指定して、
書面により督促を行うものとする。この場合において、指定する期日
は、当該書面を発する日から起算して１３日を経過した日とする。 

 
 
  （調査等） 
第６条 第２条から前条までに定めるもののほか、条例第２３条第３項の
規定により知事に対し特定歴史公文書に記録されている情報の内容を分
類し、又は整理した資料を作成し、委員会に提出するよう求める方法、
同条第４項の規定により審査請求人、参加人又は知事（以下「審査請求
人等」という。）に意見書又は資料の提出を求めること、適当と認める
者にその知っている事実を陳述させ、又は鑑定を求めることその他必要
な調査をする方法等は、会長が定めるものとする。 



- 3 - 

 

 
 （委員会の招集） 
第７条 （略） 

(1) 理由説明書及び意見書が提出されたとき。 
(2) 知事又は異議申立人が、理由説明書又は意見書を提出しない意思を

明らかにしたとき。 
(3) 第５条に規定する手続によっても知事又は異議申立人が理由説明書
又は意見書を提出しないとき。 

２ 会長は、前項第３号の規定により委員会の会議を招集する場合は、知
事又は異議申立人に対し審査を開始する旨を書面により通知するものと
する。 

３ （略） 
 
 （意見の陳述） 
第８条 会長は、異議申立人等に対し、条例第２４条第１項の規定により
意見の陳述に係る申立てができる旨を書面により教示するものとする。
ただし、委員会がその必要がないと認めるときは、この限りでない。 

２ 委員会は、条例第２４条第２項の規定により異議申立人又は参加人から
補佐人の付添いの申立てがあった場合において、その申立てが相当であ
ると認めるときは、補佐人の付添いを許可することができる。 

３ （略） 
４ 条例第２４条の規定により委員会の会議に出席して意見を述べる者（異
議申立人等の代理人及び補佐人を含む。）の数は、５人以内とする。た
だし、委員会が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

 
 （資料の提出） 
第９条 会長は、異議申立人等に対し、条例第２５条の規定により意見書
又は資料を提出することができる旨を書面により教示するものとする。 

 
 （提出資料の閲覧等） 
第１０条  条例第２６条第１項の規定により委員会に提出された意見書又は

 
 （委員会の招集） 
第７条 （略） 

(1) 弁明書及び意見書が提出されたとき。 
(2)    審査請求人が、     意見書を提出しない意思を明らかに

したとき。 
(3) 第５条に規定する手続によっても   審査請求人が     意
見書を提出しないとき。 

２ 会長は、前項第３号の規定により委員会の会議を招集する場合は、 
審査請求人に対し審査を開始する旨を書面により通知するものとする。 

 
３ （略） 
 
 （意見の陳述） 
第８条 会長は、審査請求人等に対し、条例第２４条第１項の規定により
意見の陳述に係る申立てができる旨を書面により教示するものとする。
ただし、委員会がその必要がないと認めるときは、この限りでない。 

２ 委員会は、条例第２４条第２項の規定により審査請求人又は参加人から
補佐人の付添いの申立てがあった場合において、その申立てが相当であ
ると認めるときは、補佐人の付添いを許可することができる。 

３ （略） 
４ 条例第２４条の規定により委員会の会議に出席して意見を述べる者（審
査請求人等の代理人及び補佐人を含む。）の数は、５人以内とする。た
だし、委員会が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

 
 （意見書等の提出） 
第９条 会長は、審査請求人等に対し、条例第２５条の規定により意見書
又は資料を提出することができる旨を書面により教示するものとする。 

 
 （提出資料の閲覧等） 
第１０条  条例第２６条第１項の規定により委員会に提出された意見書又は
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資料の閲覧又は写しの交付を求めようとする異議申立人等は、委員会提
出資料閲覧等申出書（別記第１号様式）を委員会に提出しなければなら
ない。 

２ 委員会は、異議申立人等から前項の委員会提出資料閲覧等申出書が提出
されたときは、速やかに閲覧又は写しの交付の諾否を決定し、委員会提
出資料閲覧等承諾通知書（別記第２号様式）、委員会提出資料閲覧等部
分承諾通知書（別記第３号様式）又は委員会提出資料閲覧等拒否通知書
（別記第４号様式）により、当該異議申立人等に通知しなければならな
い。 

３ （略） 
４ 委員会は、異議申立人等の求めに応じ、委員会に提出された当該異議申
立人に係る事件に関する意見書又は資料の目録を閲覧に供し、又はその
写しを提供しなければならない。 

５ 条例第２６条第２項に規定する写しの作成に要する費用の額は、別表の
とおりとする。 

 
 
 
 （新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料の閲覧又は写しの交付を求めようとする審査請求人等は、委員会提
出資料閲覧等申出書（別記第１号様式）を委員会に提出しなければなら
ない。 

２ 委員会は、審査請求人等から前項の委員会提出資料閲覧等申出書が提出
されたときは、速やかに閲覧又は写しの交付の諾否を決定し、委員会提
出資料閲覧等承諾通知書（別記第２号様式）、委員会提出資料閲覧等部
分承諾通知書（別記第３号様式）又は委員会提出資料閲覧等拒否通知書
（別記第４号様式）により、当該審査請求人等に通知しなければならな
い。 

３ （略） 
４ 審査請求人等は、委員会提出資料閲覧等の承諾又は部分承諾の通知を受
け、写しの交付を希望する場合は、委員会提出資料等写しの交付申込書
（別記第５号様式）を委員会に提出しなければならない。 

５ 写しの作成に要する費用は、熊本県手数料条例（平成１２年熊本県条例
第９号）に定める額とし、審査請求人又は参加人が、前項の規定により
提出する交付申込書に熊本県収入証紙を添付することにより負担するも
のとする。 

 
（委員の除斥） 
第１１条 委員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、委員会が
行う審査請求に係る事件の調査、審議及び議決に加わることができな
い。ただし、委員会が特に必要があると認めた場合は、会議に出席し
て、意見を述べることができる。 
一 委員又はその父母、配偶者若しくは子が、当該審査請求に係る事
件の審査請求人又は参加人（審査請求人又は参加人が法人その他の
団体であるときは、その役員）であるとき。 

二 委員が、当該審査請求に係る事件の審査請求人又は参加人の代理
人若しくは補佐人であるとき。 

三 前２号に掲げる場合のほか、委員が、当該審査請求に係る事件又
はその審査請求人若しくは参加人と特別の利害関係を有するとき。 

２ 委員は、自らが前項各号のいずれかに該当すると認めるときは、委
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  （会議の公開・非公開） 
第１１条  条例第２０条第２項の規定により知事から諮問された事項につい
て審議する委員会の会議は、公開しない。 

 
第１２条～第１４条 （略） 
 
   附 則 
この要領は、平成２５年７月３１日から実施する。 

 
別表（第１０条関係） 

 
行政文書 

 
写しの作成の方法 

 
写しの作成に要する費用 

 
文書・図画 
 

 
乾式複写機による複写（白黒
） 
乾式複写機による複写（カラ
ー） 

 
複写物１枚につき    １０
円 
複写物１枚につき     ３０
円 

 
電磁的記録 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
用紙への出力 
フロッピーディスクへの複製 
光ディスク（CD-R）への複製 
 
光磁気ディスク（MO）への複
製 
 
録音カセットテープへの複製 
 

 
出力用紙１枚につき    １０
円 
3.5ｲﾝﾁFD１枚につき    ５０円 
650MB  CD-R 
     １枚につき １

００円 
230MB  MO 
    １枚につき  ３４

０円 

員会にその旨を申し出なければならない。この場合、委員会は、当該
申し出が、前項各号のいずれかに該当するかどうかを決定するものと
する。 

 
  （会議の公開・非公開） 
第１２条  条例第２０条第３項の規定により知事から諮問された事項につい
て審議する委員会の会議は、公開しない。 

 
第１３条～第１５条 （略） 
 
   附 則 
この要領は、平成２５年７月３１日から実施する。 

 
（削除） 
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ビデオカセットテープ（VHS）
へ 
の複製 
 

120分用 
   １本につき    １
９０円 
120分用 
   １本につき   ２
７０円 
 

 
備考１ 文書・図画を複写する用紙及び電磁的記録を出力する用紙は、日本

工業規格Ａ３版を最大とする。 
備考２ 文書・図画を乾式複写機以外の機器で複写する場合及び電磁的記録

を上記記録媒体以外の記録媒体に複製する場合における写しの作成に要
する費用の額は、当該写しの作成に要する実額とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
別記第１号様式（第１０条関係） （略） 
～ 
別記第４号様式（第１０条関係） （略） 
 （新設） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この要領は、平成２８年４月１日から実施する。 
 （経過措置） 
２ 改正後の熊本県行政文書等管理委員会審査請求審議要領の規定は、施
行日以後にされる利用請求に対する処分又は施行日以後にされる利用請
求に係る不作為に係る審査請求について適用し、施行日前にされた利用
請求に対する処分又は施行日前にされた利用請求に係る不作為に係る異
議申立てについては、なお従前の例による。 

 
別記第１号様式（第１０条関係） （略） 
～ 
別記第４号様式（第１０条関係） （略） 

別記第５号様式（第１０条関係） （略）  
 

 


